· 総務・審査相談グループ

総務事務
委員会の会議に関する事務及び委員の報酬並びに事務局職員の人事、給与、服務、研修、福利厚生及び物品等に関する事務の円滑な運営に努めた。
不利益処分に関する審査請求の審査事務
１　前年度から係属している審査請求事案は、次のとおりである。
	件名
	審査請求人及び

審査請求年月日
	処分者及び

処分年月日
	処分の内容
	備考

	平成２４年

大人委（不）第12号事案
	大阪府公立
学校教員

平成24. 6.21
	大阪府
教育委員会

平成24. 4.25
	戒告
	

	平成２５年

大人委（不）第６号事案
	大阪府公立
学校教員

平成25. 4. 3
	大阪府
教育委員会

平成25. 3.27
	減給１/10
１月
	

	平成２６年

大人委（不）第５号事案
	大阪府公立
学校教員

平成26. 5.20
	大阪府
教育委員会

平成26. 3.27
	戒告
	

	平成２６年

大人委（不）第６号事案
	大阪府公立
学校教員

平成26. 8. 8
	大阪府
教育委員会

平成26. 6.17
	戒告
	

	平成２６年

大人委（不）第７号事案
	大阪府公立
学校教員

平成26. 9.12
	大阪府
教育委員会

平成26. 7.18
	停職１月
	

	平成２７年

大人委（不）第１号事案
	大阪府公立
学校教員

平成26.10.27
	大阪府
教育委員会

平成26.8.28
	研修命令
	

	平成２７年

大人委（不）第２号事案
	大阪府公立
学校教員

平成26.12.23
	大阪府
教育委員会

平成26.12.19
	停職１月
	

	平成２７年

大人委（不）第７号事案
	大阪府公立
学校教員

平成27. 6.29
	大阪府
教育委員会

平成27. 5. 1
	戒告

免職することがあるとの警告
	

	平成２７年

大人委（不）第10号事案
	元大阪府

警察官

平成27.10. 5
	大阪府
警察本部長

平成27. 9.25
	懲戒免職
	令和元.11.12
処分承認

	平成２８年

大人委（不）第２号事案
	元大阪府公立
学校教員

平成28. 9.26
	大阪府
教育委員会

平成28. 6.24
	懲戒免職
	

	平成２８年

大人委（不）第３号事案
	大阪府

職員

平成28.11.25
	大阪府知事
平成28.10. 2
	休職
	

	平成２９年

大人委（不）第１号事案
	大阪府枚方市

公立学校教員

平成29. 2.22
	大阪府
教育委員会

平成28.12.22
	減給１/10

１月
	

	平成２９年

大人委（不）第２号事案
	大阪府

職員

平成29. 2.28
	大阪府知事
平成28.12. 2
	休職
	

	平成２９年

大人委（不）第３号事案
	元大阪府

職員

平成29. 5.23
	大阪府知事
平成29. 3. 2
	休職
	

	平成２９年

大人委（不）第４号事案
	元大阪府

職員

平成29. 6.23
	大阪府知事
平成29. 4. 2
	休職
	

	平成２９年

大人委（不）第５号事案
	元大阪府

職員

平成29. 6.23
	大阪府知事
平成29. 5. 2
	分限免職
	

	平成２９年

大人委（不）第６号事案
	大阪府公立

学校教員

平成29. 6.27
	大阪府

教育委員会

平成29.3.28
	停職３月
	

	平成２９年

大人委（不）第７号事案
	大阪府公立

学校教員

平成29. 8. 9
	大阪府

教育委員会

平成29. 5.12
	戒告
	令和2. 1.14
処分承認

	平成２９年

大人委（不）第８号事案
	元大阪府吹田市公立学校教員

平成29.11.21
	大阪府

教育委員会

平成29. 8.24
	分限免職
	

	平成３０年

大人委（不）第１号事案
	元大阪府公立

学校教員

平成30. 8. 3
	大阪府

教育委員会

平成30. 5.18
	懲戒免職
	

	平成３０年

大人委（不）第２号事案
	大阪府公立

学校教員

平成30. 8. 3
	大阪府

教育委員会

平成30. 5.18
	戒告
免職することがあるとの警告
	

	平成３０年

大人委（不）第３号事案
	大阪府公立

学校教員

平成30. 8.10
	大阪府

教育委員会

平成30. 5.18
	戒告
	令和2. 3.17

処分承認

	平成３０年

大人委（不）第４号事案
	元大阪府

警察官

平成30. 9.20
	大阪府
警察本部長

平成30. 6.22
	分限免職
	

	平成３０年

大人委（不）第５号事案
	元大阪府東大阪市公立学校教員
平成30. 9.27
	大阪府

教育委員会

平成30. 6.29
	懲戒免職
	令和2. 3.26

処分承認

	平成３０年

大人委（不）第６号事案
	元大阪府公立
学校教員
平成30.10.25
	大阪府

教育委員会

平成30. 8.31
	懲戒免職
	

	平成３０年

大人委（不）第７号事案
	大阪府公立

学校教員

平成30.11. 5
	大阪府

教育委員会

平成30. 8.31
	減給１/10

６月
	


２　本年度中に提起された審査請求事案は、次のとおりである。

	件名
	審査請求人及び

審査請求年月日
	処分者及び

処分年月日
	処分の内容
	備考

	令和元年

大人委（不）第１号事案
	大阪府吹田市
公立学校教員

令和元. 5.22
	大阪府

教育委員会

平成31. 3.28
	停職３月
	

	
	元大阪府公立

学校教員

令和元. 5.24
	大阪府

教育委員会

平成31. 3.28
	戒告
	令和元. 8. 6
却下

	令和元年

大人委（不）第２号事案
	大阪府公立

学校教員

令和元. 8. 1
	大阪府

教育委員会

令和元. 5.31
	戒告
	

	令和元年

大人委（不）第３号事案
	元大阪府

職員

令和元.10. 2
	大阪府知事
令和元. 8.2
	懲戒免職
	


３　本年度中に処理した審査請求事案は、次のとおりである。
	件名
	審査請求人及び

審査請求年月日
	処分者及び

処分年月日
	処分の内容
	処理内容

	
	元大阪府公立

学校教員

令和元. 5.24
	大阪府

教育委員会

平成31. 3.28
	戒告
	令和元. 8. 6
却下

	平成２７年

大人委（不）第10号事案
	元大阪府

警察官

平成27.10. 5
	大阪府
警察本部長

平成27. 9.25
	懲戒免職
	令和元.11.12

処分承認

	平成２９年

大人委（不）第７号事案
	大阪府公立

学校教員

平成29. 8. 9
	大阪府

教育委員会

平成29. 5.12
	戒告
	令和2. 1.14

処分承認

	平成３０年

大人委（不）第３号事案
	大阪府公立

学校教員

平成30. 8.10
	大阪府

教育委員会

平成30. 5.18
	戒告
	令和2. 3.17

処分承認

	平成３０年

大人委（不）第５号事案
	元大阪府東大阪市公立学校教員
平成30. 9.27
	大阪府

教育委員会

平成30. 6.29
	懲戒免職
	令和2. 3.26

処分承認


　　　　　　　　　　　　　（根拠法令）

地方公務員法第49条から第51条の２まで
不利益処分に関する審査請求等に関する規則
勤務条件に関する措置要求の審査事務
１　前年度から係属している措置要求事案は、次のとおりである。
	件名
	申請者及び

申請年月日
	任命権者
	要求事項
	備考

	平成３０年

大人委（勤）第１号事案
	大阪府

職員

平成30. 1.30
	大阪府知事
	不当な人事評価に基づく給与等の処遇を是正すること。
	


２　本年度中に申請された措置要求事案は、次のとおりである。
	件名
	申請者及び

申請年月日
	任命権者
	要求事項
	備考

	令和２年

大人委（勤）第１号事案
	大阪府

職員

令和 2. 2.12
	大阪府知事
	復職後の時間外勤務の制限、休暇の取得の配慮等
	

	
	大阪府公立

学校教員
令和 2. 3.24
	大阪府

教育委員会
	指導が体罰に該当しないことの周知徹底等
	


３　本年度中に処理した措置要求事案はなかった。
　　　　　　　　　　　　　（根拠法令）
地方公務員法第46条から第48条まで
勤務条件に関する措置の要求に関する規則

退職手当支給制限等処分に関する諮問に対する調査審議事務
前年度から係属している退職手当審査事案、本年度中に諮問された退職手当審査事案及び本年度中に処理した退職手当審査事案は、いずれもなかった。

（根拠法令）

職員の退職手当に関する条例第18条第1項から第7項まで
職務に専念する義務の免除に関する承認事務

職務専念義務の免除に関し、当委員会が適当と認めて承認した件は次のとおりである。

	
	承認日
	申請者
	行事名等
	役割
	参加者
	備考

	１
	R2. 1.27
	大阪府知事
	令和元年度地域保健総合推進事業（国際協力事業）ＷＨＯ西太平洋地域事務局（マニラ）等保健医療事情調査
	調査団団長
	職員
	

	２
	R2. 2.28
	大阪府知事
	職員が、新型コロナウイルス感染症拡大防止において出勤することが著しく困難であると認められる場合
	（包括承認）
	職員
	

	３
	R2. 2.28
	大阪府
教育委員会
	教職員が、新型コロナウイルス感染症拡大防止において出勤することが著しく困難であると認められる場合
	（包括承認）
	教職員
	

	４
	R2. 3. 4
	大阪府知事
	職員が、新型コロナウイルス感染症拡大防止において出勤することが著しく困難であると認められる場合
	（包括承認）
	職員
	

	５
	R2. 3. 4
	大阪府
教育委員会
	教職員が、新型コロナウイルス感染症拡大防止において出勤することが著しく困難であると認められる場合
	（包括承認）
	教職員
	


（根拠法令）

地方公務員法第35条
職務に専念する義務の特例に関する条例第２条第３号
職務に専念する義務の特例に関する規則第２条第12号

人事委員会規則の制定及び改正に関する事務
次のとおり、人事委員会規則の改正を行った。

	規則番号
	規　　　　則　　　　名
	内　　　　　　　容
	公布日
施行日

	31－10
	大阪府人事委員会聴聞等の手続に関する規則の一部を改正する規則
	様式等の規定整備
	平成31. 4.15平成31. 4.15

	31－12
	勤務条件に関する措置の要求に関する規則の一部を改正する規則
	様式等の規定整備
	平成31. 4.15平成31. 4.15

	元－ 7
	公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部を改正する規則
	派遣できる団体の名称変更に伴う所要の改正
	令和元.11. 1令和元.11. 1

	２－ 6
	職員の分限に関する規則及び大阪府警察職員の分限に関する規則の一部を改正する規則
	職員の分限に関する条例及び大阪府警察職員の分限に関する条例の改正に伴う所要の規定整備
	令和 2. 3.27

令和 2. 3.27

	２－12
	公益的法人等への職員の派遣等に関する規則の一部を改正する規則
	派遣できる団体の削除に伴う所要の改正
	令和 2. 3.31

令和 2. 4. 1


職員に適用される基準の実施その他職員に関する事項について定める条例の制定又は改廃についての意見聴取に対する回答事務

職員に適用される基準の実施その他職員に関する事項について定める条例案についての議会の意見聴取に対して、次のとおり回答した。

	照会日
	件　　　　　　　名
	内　　　容
	回答内容

	R2.2.25
	職員の分限に関する条例及び大阪府警察職員の分限に関する条例一部改正の件
	公務上の過失による事故に係る罪により禁錮以上の刑に処せられ、その刑の全部の執行を猶予された職員等について、情状を考慮し特に必要と認めるときは、失職しないものとするため、所要の改正を行う。
	条例案については、適当と認める。
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